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設 立 令和2年4月1日

資本金 5,000,000円

電  話 082-545-0038

FAX 082-545-0064

Mail info＠n2kei.jp

役　員 代表取締役 近重文男 従業員数 ３名

沿　革

事　業

内　容

（契約実績）

➀ 農振計画（基礎調査）等業務 （令和２・４～６年度 契約数３件）

② 農業振興ビジョン策定業務　 （令和２～６年度 契約数１３件）

③ 農業農村振興に係る調査業務 （令和３～５年度 契約数５件）

④ 農業関連補助事業の申請支援業務 （令和５年度 契約数２件）

⑥ 農産物販売等に係る市場調査業務 （令和２・５・６年度 契約数３件）

　注）

⑦ ①～⑥に附帯、関連する業務

以下、前号（①～⑦）のうち契約実績のあった業務

⑥ 農産物販売等に係る市場調査業務

① 農業振興地域の整備に関する法律に基づく農業振興地域整備計画等の策定支援
業務

② 農業振興ビジョン等策定支援業務

③ 民間企業等による農業参入に係る調査及び事業計画の作成業務

④ 国等の農業関連補助事業の申請書作成支援業務

⑤ 農業農村振興に係る各種調査業務

商　号 株式会社農業農村計画

所在地

〒730-0052

広島県広島市中区千田町

一丁目７番１７号

代表取締役が（一財）広島県森林整備・農業振興財団において農業振興に関する各種

業務に従するなか、農業振興ビジョン等策定支援業務を20年以上受託してきた経験を活

かし、令和２年４月１日、(株)農業農村計画を設立。

以降、市町の農業振興ビジョン等策定支援業務を主に受託しています。

①は、福山市、府中市に係る計画策定業務。

②は庄原市、三次市、世羅町（２）、廿日市市、府中市、安芸太田町、吉賀町、和気
町、三原市、江田島市に係る計画策定業務。

③はＪＡ広島中央会（次世代総点検関連の経営コンサルティング）、石原集落地域振
興協議会（三次市）（農村ＲＭＯ関連調査）

④は広島市、⑥は三次市及び生産者組織等からの委託業務。

なお、令和２年度（全て）、令和３年度（一部）の業務については（一財）広島県森林整備・農業振興財団
を通じた受注（下請け）による。

会 社 概 要
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（１） 策定手順

策定スケジュール例：１年間で策定する場合の一例

　

～農業振興ビジョン等策定業務～

１

◉ 農業振興施策の基本指針として策定される計画で、いわゆる「農振計画」（法律に基づく計

画）とは別に、地域農業の将来像や中長期の施策指針などをまとめるものです。策定の目的、

趣旨によって、３～５年の中期計画や１０年間の長期計画など、まとめ方とともに策定手順も

様々です。

業 務

STEP1(基礎調査) STEP２(課題整理） STEP３(ビジョン骨子) STEP４(ビジョン案)

４月 ９月７月 ３月

01

●基礎調査①、②

●第１回検討委員会

●施策等評価、課題整理

02 03 04 fin
●第２回検討委員会

●ビジョン骨子案

●第３回検討委員会

●ビジョン案

●第４回検討委員会

●ビジョン案
（本編及び概要版）

１２月

※ 重点施策（プロジェクト等）の有無、アンケート・ヒアリング等調査の実施規模等により変わります。

※ アンケート調査票、現状・問題点、振興課題等の整理やビジョン骨子（案）、ビジョン（案）については、受託者がた

たき台を作成し、委託者と協議しながらとりまとめ、委員会等の審議資料とします。

※ 検討委員会は、再生協議会や別途、学識経験者や商工部門の委員を含めた審議会等を設置する場合もありま

す。

【委託者】 【受託者】

基本事項の確認

たたき台（案）提示

修正指示

修正資料提示

内部協議

修正指示等

第２章 基本方針

■第２章 基本方

針

（１）農業のめざす姿

（２）農業のめざす姿 統計データ

文献、資料

たたき台

⚫ 策定期間は、通常１年から1年半、従来計画の見直しでは、半年程度でまとめる例もあります。

⚫ また、アンケート調査や農家ヒアリングの実施、検討委員会の開催によっても要する期間、ス

ケジュールは変わってきます。
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（２） 現状と問題、振興課題等の整理

（３） 検討委員会、審議会等の運営について

（４） とりまとめ

【現状・背景】

⦿若者が魅力ある産業、職業として農業を選択できるよう、新規就農者に向けた

経営モデルの確立とともに、就農相談から農地確保、生産販売等について関係

機関・団体による支援に取り組みます。

⦿集落法人や認定農業者では、後継者への経営継承も念頭に、経営規模の拡大や

生産性向上のための農地集積、農業用機械施設の導入や担い手間での資源活用、

農作業受託等の取組を支援します。

⦿多様な担い手の確保に向けて、就農のきっかけづくりや多様な就農の可能性を

拡げるため、体験機会の提供や相談窓口の設置、受け入れ体制の整備とともに、

農村ライフの魅力向上のための取組を進めます。

第４章 「農業振興施策の展開」

施策の

考え方

◆農家の高齢化、後継者不足（不在）等によって農業経営の規模縮小、離農が進み、将来的に

は集落機能が著しく低下する集落が発生する恐れがあります。

◆ 現在、農作業を受託したり、農地を借り受けている農家においても、これ以上作業や農地を

引き受けることが難しい状況となっているなかで、受け手不在の農地が急増するおそれがあ

ります。

◆ 集落法人、畜産、園芸部門の認定農業者のなかには、後継者の確保が難しく経営継続の見通

しが立っていない経営体もあります。

◆ 農産物流通形態の変化や農業資機材価格の高騰などによって経営環境が厳しくなるなかで、

現在、JAと連携し、高収益作物（アスパラガス、キャベツ、はくさい等）の産地化を推進

していくためにも新規就農者育成に取り組んでいます。

■集荷所

ワサビ

トマト

キャベツ

トマト

ワサビ

キャベツ
トマト

有機農産物
（多品目野

◆農産加工施

◎直売施設

◆選果場

250(189)ha 

334 (210)ha

234 (191) ha

193(158)ha

247 (138)ha

ブロッコリー

ブロッコリー

表２-３　現況集積面積、構成農家数等

55ha 34ha 31ha 112戸 12集落

資料：令和４年集落営農実態調査

1人 3

2人 6

3人 12

5人以上 21

計 45

資料：同上

表２-４ 集落営農の主たる従事者数

農地集積面

積計
構成農家数

集落営農を

構成する集

落数
経営耕地面

積

作業受託面

積

集落営農
数

• 新規就農者の受け入れ、認定農業者等

の規模拡大、集落営農の法人化等に

よって担い手への農地集積は着実に進

んでいます。

• 経営耕地規模３ha未満の経営体数は平

成22年の640経営体から令和２年では

428経営体と33％減少していますが、

経営耕地規模が３ha以上の経営体への

農地集積は同様にこの10年で23％から

39％に拡大し、農業の構造変化が進ん

でいることが分かります。

• 但し、10ha以上の経営体への集積は平

成22年の９％から令和２年では15％に

とどまっており、集落営農の法人化の

動きがやや停滞している状況です。

• 本町には、集落営農組織が11組織（う

ち法人４）あり、その農地集積面積は

83haに及びます。また、ほ場整備面積

564haに対する同集積面積の割合は

15％となっています。対経営耕地面積

割合も15％で、県平均の35％に比べる

と約20％低い状況です。

8%

8%

8%

33%

28%

23%

36%

33%

30%

14%

20%

24%

9%

11%

15%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22

H27

R2

0 .5ha未満 1 ～3ha 3～10ha

0 . 5～1ha 1 0 ha以上

図２-20 経営耕地規模別面積割合(吉賀町)

資料：農林業センサス

39%

23%

（２） 経営構造（担い手への農地集積）

（３） 地産地消の取組

• 現在、ＪＡや集出荷法人などを通じて、

様々な形で販路の確保に取り組まれて

います。

• 町内には２か所の道の駅（産直市）が

あり、多くの町民に地元農産物が供給

されています。

• また、学校給食への供給体制も整備さ

れ、特に、米は有機栽培米が100％供給

されています。

54,165
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56,547 57,916

54,840
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48,670
55,240
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180,000

H22 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

道の駅やくろ 道の駅かきのきむら アンテナショ ップ

図２-21 道の駅、アンテナショップ売上額推移

資料：吉賀町

（千円）

■ねらい

■取組内容

３ 安全・安心で持続的な農業の確立

お好み焼き

⚫ 安全・安心な農畜産物の生産供給に向けた基本的な取組を徹底するとともに、みどりの食料

システム戦略等を踏まえ、付加価値の高い農産物の生産販売と地域資源循環型農業の両立を

目指し、これに必要な以下の取組を進めます。

⚫ 肥料・農薬の適正使用、農薬の適正管理（指導、講習会等）

⚫ 食品衛生法、食品表示等法令遵守（指導、講習会等）

⚫ 家畜伝染病等の発生予防・まん延防止対策の強化

(1)安全・安心な農畜産

物の生産

⚫ GAP等認証取得講習会、認証取得支援

⚫ 認証農産物のPR、販路開拓等

(3)地産地消の推進

(2)地域資源を活かした持

続的な農業

第５章 「農業振興施策の展開」

⚫ 地域資源循環型農業の取り組み拡大（啓発活動、講習会）

⚫ 家畜排せつ物を活用した良質な堆肥生産と供給体制の整備（堆肥

化施設の運営、堆肥運搬散布等体制強化）

⚫ 土づくりを基本とした農業の普及及び農産物の有利販売（ブラン

ド化の促進）

⚫ 生分解性資材等の導入促進支援

WCS用稲

地域資源を活かした農業

WCS（飼料）

良質な堆肥の製造

堆肥散布

環境にやさしい農業

有機農業の普及

畜産農家

集落法人

園芸農家

堆肥加工センター

≪持続性の高い農業展開イメージ≫

農
業
者

農
業
団
体

農
業
委
員
会

県
行
政

県
普
及 商

工
会

消
費
者

地
域
代
表

学
識
経
験
者

基礎調査としては、❶センサス等の統計資料の分析とともに、❷アン

ケート調査（農家や非農家〔市町村住民〕、❸農家・関係団体等へのヒ

アリング等を実施します。

また、国内の農業構造や流通販売環境の変化、国の農業施策動向

などを踏まえながら、現状・問題、振興課題を整理します。

計画策定に際しては、検討委員会等を３～５回程度開催されるケースが多いと思いますが、タイト

なスケジュールの中で、意見を聴取、整理し、計画に反映させていくことは事務局を運営する担当部

署にとっては大きな負担となります。

弊社は、検討委員会の開催に必要な資料作成、聴取した意見の裏付け資料等の整理、計画への

反映など迅速かつ的確にサポートします。

内容に応じてフォーマットを検討し、必要に応じてイラスト等も活用。視覚的に分かりやすい計

画づくりに努めます。
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 策定手順（スケジュール）

～農業振興ビジョン（短期作成）

◉ 短期間で集中的に計画をとりまとめます。

◉ 基本事項を踏まえ、弊社がたたき台となる案（アンケート、骨子、計画など）を作成、提示し、

市町村担当者とのやり取りの中で内容を詰めていくイメージです。

◉ 策定委員会等開催、アンケート調査の実施内容によって状況は異なりますが、４カ月～６か

月程度で基本的な形を完成させます。

※計画策定期間 ３～５か月（アンケート含め４～６か月）

※アンケート調査 ２～３か月

～調査票２種類、配布400件、回収250件程度を想定～

認定農業者 ： 配布200、回収120

中山間・多面的直払地区代表等 ： 配布200、回収130

※
 

内
容
を
絞
っ
て
、
数
か
月
で
と
り
ま
と
め

✓ 担い手、農地、生産、資源管理等

について、現在の施策と評価（簡

単なコメント記載）A４版５～６頁

✓ 市町村保有資料・データ（経営基

盤強化構想、水田強化ビジョン、

認定農業者・認定新規就農者、日

本型直接支払実績など）

STEP２

施策評価等フォーマット
（整理事項）

内容協議

✓ 修正した骨子を踏まえ、計画（原

案）を作成

➢１～２か月

発注者（市町村） 受託者（弊社）

施策評価等フォーマット

✓ 国内農業、流通販売の動向

✓ 農業政策の動向

✓ 市町村概要、市町村農業（統計

データ）等 について整理

✓ アンケ―ト調査分析結果

✓ 市町村で整理された施策評価等

などを踏まえ、計画骨子（案）を

とりまとめ

計画骨子（案）
【現状・背景、課題、方針、施策体系等）

✓ 骨子（案）について市町村内部検

討

✓ 適宜修正し、策定委員会等での意

見聴取

農家等アンケート調査実施
（調査票案、発送・回収）

計画（原案）✓ 市町村内部検討
✓ 必要に応じて策定委員会等で意

見聴取

✓ 計画原案としてとりまとめ
✓ 委員会等意見を踏まえ適宜修正

計画（修正案）
✓ 市町村内部検討
✓ 策定委員会等での意見聴取

計画最終案】

※ポイントを絞った整理様式を提供

STEP１

STEP３

STEP４

➢１～２か月

➢１～２か月

➢トータル４～６か月
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≫≫策定の手順≫≫

（１） 農業振興地域整備計画基礎資料作成

（２） 農業振興地域整備計画策定

～農業振興地域整備計画策定支援業務～

２

◉ 「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき策定する計画で、ガイドラインに沿って、基礎

調査資料、整備計画を整理します。

◉ 土地利用計画について、これまでGIS（一筆毎の地図データ）によらず、農地台帳をベースに

除外地番方式で整理されてきた場合は、GISを活用した指定地番方式で整理されることをお

勧めします。

◉ 国土調査等が完了していないケースでも、農業委員会の農地台帳、課税台帳、衛星写真、

航空写真などから、必要に応じてポリゴンを作成し、台帳データと地図データを一致させるな

どによって基本的な農地情報をします。

◉ そのうえで、必要な農業施策（補助事業等受益地）等の情報を重ね、農振農用地として設定

すべき農用地等を確認、設定（変更）できるよう必要な資料を整理、提供します。

業 務

⚫ ガイドラインを踏まえ、基盤整備、農地等保全整備、近代化施設整備、就農者育成等基盤整備、

生活環境整備等については、事業実績とともに電子データ形式で附図を作成します。

⚫ 各章の図表、統計、推計値、整備等に係る考え方などは、ガイドラインに沿って、適宜整理しま

す。

⚫ 農振農用地等については、台帳と地図データを照合し、必要に応じてポリゴン（筆形状データ）

を追加作成しながら、ベースとなる地図、台帳をＧＩＳで整理します。

⚫ （１）で整理した、基本となる農地データ（ポリゴン及び属性データ）をベースに、必要に応じて除

外地番から指定地番への変換とともに、農用地区域への編入・除外を整理します。

⚫ 整備計画書の各整備に係る図表・文章等は、ガイドラインに沿って整理、作成します。

※土地利用計画図（附図１）は、

指定地番によりＧＩＳで作成す

るので、パソコン画面上で拡大

すれば、一筆ごと確認すること

ができます。

拡大

拡大
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（３） 策定スケジュール

※除外地番の整理から指定地番の整理へ、地図データ（ＧＩＳ）の活用へ

※エリアの表示から　一筆毎の具体的な表示へ

　※地図データを活用して

※地域計画の実現へ（進捗管理、見直し）

面積等整理 面積等整理（線引き）

基礎調査資料 整備計画書

変更協議等

⚫ 現計画の整理状況、農地データ（地図データ、台帳属性データ）の整理状況、関連事業等の実施

状況や実績等ファイリング状況によって受託者だけでなく、市町村担当者の方の手間も大きく変

わります。

○ 付図作成
※電子地図による整理

付図１号～５号

○ 記述、図表等整理
• 地域の概況、農業生産、土地利用、農業生

産基盤、農用地等保全、農業近代化施設整

備、農業就業者育成確保、就業機会、農村

生活環境、森林整備その他林業振興との関

連、各種協定、申し合わせ状況、農業・農村

振興体制整備推進体制etc.

○ 記述・図表等整理（整備計画関連）
• 農用地利用計画

• 農業生産基盤整備開発、農用地等保全、経営規

模拡大、農用地等効率利用促進、農業近代化施

設整備、担い手育成確保施設整備、農業従事者

安定就業促進、農村生活環境施設整備、農用地

利用計画（指定地番による）等計画etc.

○ 付図作成
※電子地図、GISによる整理

• 土地利用計画図（付図１号）

• 付図２号～６号

○ 農業委員会・県等協議
• 農用地利用計画の目標（変更、見直し方向）

• 計画素案（変更内容等説明）

• 最終計画案（協議等）

※１年～２年〈基礎調査資料作成〉

〈整備計画書策定〉

●一筆ポリゴン
・課税
・農業委員会
・土地改良
・森林関係

●農地データ
・農地台帳
・関連事業
・農振農用地
・都市計画

照合

農振地域内農地の一
筆図・データ

●農振農用地線引き
・まとまり
・事業受益等
・地域計画との整合

・航空写真
・その他資料

農用地利用計画
（現在、目標）

※半年から１年

⚫施策（補助事業等）受益地の該当有無の明確化

⚫農地の所在等確認

⚫課税台帳、農地台帳、その他データの整合

地域計画
（目標地図）

⚫認定農業者（個人経営体）

⚫ 〃 （組織経営体、法人経営体）

⚫新規就農者（認定新規）

⚫地域農業を担う経営体（定年帰農など）

※ 経営部門、経営タイプ別農地、適地賦存状況等分

析整理

※ GISによる一筆整理
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令和２年度～令和６年度までに受託した主な業務実績

業務区分 契約業務名

農業振興地
域整備計画

福山農業振地域整備
計画策定に係る基礎調
査等業務
（令和２年度）

農家意向調査票等作成　　

府中農業振地域整備
計画策定に係る基礎調
査等業務
（令和４～５年度 ）

府中農業振地域整備
計画策定業務
（令和６～７年度 ）

農業振興ビ
ジョン等策
定支援業務

第２期三次市農業振興
プラン策定支援業務

（令和２年度）

第２期庄原市農業振興
計画本編案等作成業務/
中間見直し
（令和２年度）

廿日市市農業振興ビ
ジョン策定支援業務

（令和２・３年度）

世羅町農業振興ビジョ
ン策定支援業務
 
（令和２・３年度）

府中市農業振興ビジョ
ン策定支援業務

（令和２・３年度）

安芸太田町農業振興ビ
ジョン策定支援業務

（令和４年度）

吉賀町農業振興ビジョ
ン策定支援業務

（令和４年度）

第２次江田島市農業振
興ビジョン策定業務

（令和５・６年度）

基礎調査及び計画書策定支援

業務内容

基礎調査業務等

基礎調査及び計画書策定支援

基礎調査及び計画書策定支援

基礎調査及び計画書策定支援

整備計画書策定業務等

基礎調査及び計画書策定支援

重点課題（プロジェクトテーマ）を中心とした基礎調査及び計画とりまとめ

基礎調査及び計画書策定支援

基礎調査及び計画書策定支援

主な業務実績

アンケート調査票作成・分析（農家２種、約400件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

振興プラン（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家３種、約2,300件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家３種、消費者(市民）、企業、約1,200件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（販売農家〈後継者〉、認定農業者、生産部会

産直市出荷者、400件）、ヒアリング（中山間代表、産直市、生産部会）

統計調査等データ分析、現状・課題整理、計画書最終とりまとめ

農家意向調査の手法検討及び意向調査票の作成等

基礎調査業務（一部）

農家意向調査の手法検討及び意向調査票の作成等

基礎調査業務（一部）

アンケート調査票作成・分析（農家３種、消費者(市民)、企業、約1,200件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家３種、町民、企業、高校生1,100件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家３種、町民、約900件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

アンケート調査票作成・分析（農家3種 約450件）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書（たたき台）検討、計画書最終とりまとめ

農家意向調査の手法検討及び意向調査票の作成等

基礎調査業務（一部）
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業務区分 契約業務名

農業振興ビ
ジョン等策
定支援業務

第２期三原市農業振興
ビジョン中間見直し業
務（令和６年度）

農業振興に
関する調査
業務

ＪＡ広島中央会「次世
代総点検運動に係る経
営コンサルティング業
務」（令和４年度）

農村ＲＭＯ将来ビジョ
ン策定業務（石原集落
振興協議会）
（令和４年度）

広島県地域農業集団連
絡協議会「集団活動実
態調査」
（令和４年度）

ＪＡ広島中央会「次世
代総点検運動に係る経
営コンサルティング業
務」（令和５年度）

有機農業経営及び流通
販売に関する実態調査
（令和５年度、６年
度）

有機農業実
施計画策定
業務

和気町有機農業実施計
画策定業務

（令和５年度）

補助事業申
請事務等支
援

広島市「農業用省エネ
機器等導入支援事業申
請受付業務」（前期、
後期）
（令和５年度）

注）業務は令和２・３年度、３・４年度、４・５年度など年度をまたぐ契約もあります

広島市農業用省エネ機器等導入事業申請受付業務（前期、後期）
　受付窓口（事務所、メール開設）、問合せ対応
　書類確認、申請書記載確認、申請要件審査、その他調整等
　

業務内容

農村ＲＭＯ設立に向けた将来ビジョン策定支援

広島県地域農業集団連絡協議会会員を対象とした活動実態調査

集落営農法人（６法人）経営実態調査、課題整理、コンサルティング

有機農業の経営実態等調査及び有機農産物の流通販売環境に係る調査
　水稲、野菜等の経営収支等調査（経営指標等の試算）
　オーガニック農産物販売動向（首都圏専門店での取り扱い状況：品目、産地、価
格、有機JAS認証等の取得等）

振興ビジョン・中間見直及び実施計画書作成

基礎調査及び計画書策定支援

集落営農(４法人),畜産農家等経営実態調査、課題整理、コンサルティング

集落全世帯員を対象としたアンケート調査（調査票作成、集計・分析等）

調査票作成、集計・分析（前回調査Ｈ２７年度、集落営農実態調査（統計）との

比較分析等）

経営診断（財務諸表分析、ヒアリング、構成員全戸アンケート等による経営実態

調査、中長期的課題整理

経営改善等コンサルティング（一部外部専門家活用）

アンケート調査票作成・分析（認定農業者等）

統計調査等データ分析、現状・課題整理

計画書検討、最終とりまとめ

経営診断（財務諸表分析、ヒアリング、構成員全戸アンケート等による経営実態

調査、中長期的課題整理

経営改善等コンサルティング（一部外部専門家活用）

統計調査等データ時点修正及び施策内容見直しビジョンとりまとめ

（概要版修正含む）

実施計画書（５か年）作成
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